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研究成果の概要（和文）： 

本研究は諸外国の各学校段階の学習課程における生徒の「自己評価による意識調査」の診断

を通して，体系的な情報教育の在り方を検討することを目的とした。 

 その結果，中国や韓国の情報教育の認識が日本より高いことがわかった。しかしながら，情

報教育の三つの観点の意欲について調査した結果，我が国の中学，高校共に他国より有意に高

かった。今後は，比較研究の立場からの調査の実施と，我が国で作成した情報教育に関する教

材を活用して他国で実際に実践を行い，情報教育に関するカリキュラムの体系化を考察する。 

 
研究成果の概要（英文）： 

The purpose of this study was the discussion for information technology education 

systematically, through the diagnosis of "awareness survey by self-assessment" of 

student learning in the course of each school stage in other countries.  

The results , recognition for information education is higher in Chinese  and Korea 

junior high school than Japan. In the future, we will discuss systematic information 

technology education through the practice in the classroom in other countries using the 

materials of information technology education in our country, and the survey for 

comparative study. 
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に活用されてきた。しかし，我々が平成 19

年(2007)度から進めているペレグリーノの

｢認知(Cognition)｣｢観察(Observation)｣｢解

釈(Interpretation)」評価理論とブルームの

「認知領域・精神運動領域・情意領域」の両

者の特性を生かした評価理論と，各国の情報

教育のカリキュラム開発や教授活動の評価

について研究した報告は見られない。 

 我々は高校の情報教育について，平成 15

年(2003)「韓国カリキュラム評価研究院」

CHOON-SIG LEE 博士の協力により韓国

（ソウル市）で，平成 16 年上海教育委員会

国際交流課張 進先生の協力により中国（北

京･上海)で調査した。平成 19 年からは中国

大連交通大学の温 愛玲・王 生武博士の協力

により大連市で，韓国金 鎭洙博士の協力に

より清洲市で実態調査を行い，我が国との比

較研究を実施した。その結果，科学的理解が

我が国に不足していることが判り，基礎的

「知識・理解」から｢課題解決型教育｣，その

過程での学習者の認知構造の状況を調べる

ことが，カリキュラムをより良いものにする

と考え，本研究を進める着想に至った。 
 
２．研究の目的 

 本研究は，体系的情報教育とカリキュラム

の方向性を検討することを目的としている。 

 平成 12～16 年度は「精神運動・認知・情

意面」を検討した。次に，平成 16～18 年度

は「日本・韓国の比較調査」を検討した。そ

して，平成 19～21 年度は｢生徒の知識の構造

化と情報教育｣を検討した。 

 そこで本研究は，韓国・中国に加えてオラ

ンダの情報教育の実態を現地調査と，日本・

韓国・中国の中学，高校にて，情報教育に関

する各学校段階の必須用語とイメージ調査

を行い，学習理解度とそこから推し量れる知

識・理解や意欲について調査した。また，こ

れらの分析により３ケ国の情報教育に関す

る理解度と意欲を把握し，カリキュラム体系

化に必要な学習内容を検討する。 
 
３．研究の方法 

平成 22 年度は，追確認を複数の継続校で

行い，その確認の後，ブルームの３つの教育

目標領域とカリキュラム内容，継続研究して

きた評価項目との関係の検証を行う。平成 23

年度以降は，ペレグリーノ評価理論の『学習

者の診断』『教授方法の改善』『学習プログ

ラムの評価』の３目標と，｢認知｣｢観察｣｢解

釈｣の３つの理論的枠組みを勘案し，我が国

の中学校「技術・家庭科」と高校教科「情報」

教科書での必須用語を抽出し調査する。同時

に日本・韓国・中国・西洋の「情報教育」に

関するカリキュラム内容を調査・分析する。 

 対象校及び教科は，我が国では，中学校技

術科と普通高校・専門高校の教科「情報」で

ある。続いて，中国・韓国・ヨーロッパの情

報教育のカリキュラムと実践内容を検討す

る。このとき，比較研究上必要な「教員意識・

カリキュラム・政府体制」の３つの基準を対

象校で確認し検討する。以下の４つのアンケ

ートを行い分析した。

 



 
ａ．フェイスシートによる調査 

ｂ．中学校の情報必須用語調査（図 1） 

ｃ．高等学校の情報必須用語調査（図 2） 

ｄ．情報教育に関するイメージ調査 

 以上，図 1 に中学校の図 2 に高校での情報

教育に関する認知度の調査に用いた我が国

の情報教育に関する調査用紙を示す。 

 

４．研究成果 

（１）比較検討 

ＰＣ所有率については中高生共に中国が

最も低かった(中学：91.0％，高校：77.2%）。

また，個人所有については韓国が中高生共に

99.0%以上，家族共有では日本が最も高かっ

た(中学：56.6%，高校：82.4%)。 

このような状況を持つ調査対象国の，情報

活用能力の三観点に対する習得意欲(表１)，

および認知度(表２)を調査した。その結果，

学習意欲については，「情報活用の実践力」

（Ｆ(2,462)=219.46，p<.01），「情報の科学的

理解」（Ｆ(2,462)=56.30，p<.01），「情報社会

に参画する態度」（Ｆ(2,462)=219.48，p<.01）

のいずれの観点についても３カ国間の主効

果が有意であった。そこでＬＳＤ法を用いた

多重比較を行った。 

表 1．高校情報教育三観点の意欲(日･中･韓) 

日本 韓国 中国
n=158 n=117 n=101

情報活用実践力習得への意欲 平均 3.2 1.87 1.88 F(2,375)=196.24  **
S.D. 0.63 0.66 0.64 日本 >韓国 = 中国

情報の科学的理解への意欲 平均 2.49 2.56 1.94 F(2,375)=18.99  **
S.D. 0.86 0.76 0.79 日本 = 韓国 > 中国

情報社会に参画する態度形成への意欲 平均 3.01 2.12 1.79 F(2,375)=114.11  **
S.D. 0.69 0.66 0.69 日本 > 韓国 > 中国

4件法

** p<.01　　多重比較は，LSD法による

ANOVA高校生

 表２．高校情報必修用語の認知度(日･中･韓) 

日本 韓国 中国
n=158 n=117 n=101

情報システム 平均 2.21 3.46 2.69 F(2,375)=82.52  **
S.D. 0.62 0.28 0.25 韓国＞中国＞日本

情報実習・実践 平均 2.67 3.49 3.22 F(2,375)=32.26  **
S.D. 0.64 0.29 0.35 韓国＞中国＞日本

ネットワーク技術 平均 2.08 3.57 2.58 F(2,375)=151.85  **
S.D. 0.59 0.16 0.43 韓国＞中国＞日本

情報社会 平均 2.42 3.24 2.89 F(2,375)=32.62  **
S.D. 0.87 0.18 0.52 韓国＞中国＞日本

情報モラルとセキュリティ 平均 2.97 3.28 3.47 F(2,375)=10.98  **
S.D. 0.53 0.14 0.31 韓国＞中国＞日本

5件法

** p<.01　　多重比較は，LSD法による

高校生 ANOVA

 

結果，日本の中学生は，「情報活用の実践力」

と「情報社会に参画する態度」に対する習得

意欲が３カ国中で最も高かった。次に，高校

生に対する一元配置分散分析を行った。その

結果，「情報活用の実践力」，「情報の科学

的理解」，「情報社会に参画する態度」のい

ずれの観点についても３カ国間の主効果が

有意であった。そこでＬＳＤ法を用いた多重

比較を行った。これらの結果から，３カ国の

中では，日本の中学・高校生は共に「情報活

用の実践力」と「情報社会に参画する態度」

に対する習得意欲が強い傾向が示唆された。 

 このように日本は中高生共に習得意欲が

最も高いが，情報用語の認知度について調査

し，これを一元配置分散分析すると，｢情報

システム」（Ｆ(2,462)=76.53，p<.01），「情

報実習･実践」（Ｆ(2,462)=86.57，p<.01）， 

「ネットワーク技術」（Ｆ(3,462)=83.25，

p<.01），「情報社会」（Ｆ(3,462)=64.79，



p<.01），「情報モラルとセキュリティ」（Ｆ

(3,462)=59.10，p<.01）のカテゴリーにおい

て３カ国間の主効果は有意であった。高校生

についても同様の結果であった。 

 そこで，ＬＳＤ法を用いた多重比較を行っ

た結果，５つのカテゴリー全てにおいて，い

ずれも中国>韓国>日本の順序性が認められ，

共に３カ国中で最も低い認知度であるとい

う実態が把握された。 

 この情報活用能力や情報関連用語は，いず

れも日本の情報教育の目標や内容から抽出

したものであり，日本の中高生に優位性が生

じても不思議ではない。 

 しかしこのような結果から，日本の中高生

の特徴は，情報教育に対する意欲は強いが，

知識・理解の状況は芳しくないことが明らか

となった。日本の中高校生のこの特徴から，

我が国情報教育のあり方について，次の２点

が指摘できる。 

 第一に，日本の情報教育の学習時間の少な

さである。前述したように，日本の中高生で

は，情報関連用語の認知度が低く，知識・理

解の達成状況が芳しくなかった。 

 前述したように，日本・韓国・中国の３ヶ

国の中では，日本が小・中・高校のカリキュ

ラム上で情報教育に配当される時間が最も

少ない。この学習時間の少なさが，情報関連

用語に対する知識・理解の達成状況の低下を

招いているのではないかと考えられる。韓国

や中国では小学校の段階から情報関係の内

容をカリキュラムの中で学習させるのに対

して，我が国は小学校の段階で一部各教科や

総合的な学習の時間に課題解決やコンピュ

ータリテラシーの要素として学習させてい

る。そのため，韓国や中国のように情報関係

の内容が中学校や高校段階へ引き継ぐよう

な形にはならない。また，中学校技術・家庭

科の中のわずかな時間の中では充分に知識

の習得や理解ができず，結果として高校の教

科として情報教育を学習する段階で，既に韓

国や中国の高校生と知識・理解の状況に大き

な差が生じているのではないかと考えられ

る。 

 第二に，日本の情報教育における「情報の

科学的理解」に対する志向性の低さである。

日本の中高生では，情報活用能力の３観点に

対する習得意欲は，３ヶ国中最も高かった。 

 しかし，「情報の科学的理解」について言

えば，韓国の中高生に優位性が認められた。

これは日本の中高生は，情報活用能力の３要

素のうち，「情報活用の実践力」や「情報社

会に参画する態度」に対して「情報の科学的

理解」の重視度を低く捉えている可能性があ

る。このような「情報の科学的理解」に対す

る志向性の低さが情報関連用語に対する認

知度の低さにも関連しているのではないか

と考えられる。特に，日本の小学校において

は，「総合的な学習の時間」に情報教育を位

置づけているため，知識・理解を伴う「情報

の科学的理解」が指導されるケースは極めて

少ないと考えられる。このことが，中学・高

校段階の情報教育における「情報の科学的理

解」に対する生徒の興味・関心の相対的な低

下を招いているのではないかと考えられる。 

 なお，訪問したオランダでも小学校から高

校まで体系的な情報教育を行っており，施設

は我が国と同等であるが，その配当時間は我

が国の倍以上有り，充実したカリキュラムで

あった。次回具体的な調査を行う予定である。 

 2009 年に告示された新しい学習指導要領

では，高校教科「情報」の科目編成が見直さ

れ，「情報の科学」が設置されている。今後，

日本の高校生の「情報の科学的理解」に対す

る志向性や知識・理解の達成状況が改善され

ることが期待される。 

 



（２）ブルームとペレグリーノ評価理論 

 ペレグリーノ理論による評価では，目的で

ある『学習者の診断』を行い『教授方法の改

善』を検討した。なお『学習プログラム自体

の評価』は，今後検討する必要性がある。 

 次に，理論的枠組みである「認知」は，評

価の明確な定義と理解の体系を指しており，

ブルーム理論では評価項目を精神運動，認知，

情意で捉え各々の到達度で検討した。「観察」

は，評価対象を適切に評価するための方法論

であり，今後問題の観点である「情報の科学

的な理解」について「気づき」と「創造性」

の過程の中で検討しなければならない。 

 「解釈」は，収集したデータをどう加工し，

目的にあった評価をするかであり，これには

複数の適切な統計手法を使用した。 

 

（３）まとめ 

 情報教育全般を概観する視点から見ると，

情報教育全般に言えることとして，教育内容

が科学的要素よりスキル要素に，情報必須用

語調査でも情報の科学的理解よりむしろ情

報社会参画を重視する傾向がある。また，カ

リキュラム内容が，基礎から応用，そして創

造への学習段階を踏まえているとは言えず，

学年段階に応じた内容の吟味が必要である。 

以上，本研究では，日本の情報教育のあり

方について，中高生を対象とした国際調査を

実施し，韓国・中国との比較検討を行った。

その結果，日本の情報教育のカリキュラムが，

韓国や中国ほど体系的でないため，「情報の

科学的理解」の習得に向けた動機付けを生徒

に適切に持たすことができず，結果として，

情報関連用語に対する適切な知識・理解を達

成できていない状況が把握された。 

 これらのことから今後，日本の情報教育で

は，小・中・高校の各学校段階において，「情

報の科学的理解」に関する知識の習得を積み

重ねていくことが必要であると考えられる。

そのためには，小・中・高校における情報教

育のカリキュラムの体系化の前に，学習内容

の連携の教授法の開発が求められる。 

 ただし，本研究には以下に示す課題が残さ

れている。第一に，調査対象者数の問題であ

る。本研究は，日本では千葉県・茨城県・東

京都，韓国では清洲市，中国では大連市の複

数校の調査を実施した。しかし，この調査を

もって各国の情報教育の様子の全てを明確

に示すとは言い難い。したがって，今後は，

より大規模な調査を実施し，本研究で得られ

た知見に対する追試が必要である。第二に，

より多様なカリキュラム評価の観点の必要

性である。本研究では，情報活用能力に対す

る習得意欲と情報関連用語の認知度を分析

の観点とし，国際比較調査を実施した。 

 しかし，情報教育のカリキュラムを俯瞰的

に評価していくためには，より多様な観点か

らのデータの収集が必要である。例えば，筆

者らが先行研究で実施した情報教育のカリ

キュラムに対するイメージ調査についても

本研究と同様にして実施していく必要があ

ると考えられる。このような多様な観点から

の評価資料の蓄積を経て，日本の情報教育の

あり方について総合的に検討していくこと

が重要と思われる。 

 韓国・中国だけでなく，その他のアジア諸

国やヨーロッパ，アメリカ等の各地域を対象

とした国際比較調査を含め，いずれも今後の

課題とする。また，小学校から大学の情報教

育について，ブルーム評価理論の「精神運動，

認知，情意」の各領域とそこに包含される「技

能，知識・理解，態度」を，ペレグリーノの

評価理論の３つの目標と３つの理論的な評

価の枠組みにより再構成し，認知科学と学習

科学の解釈に照らし合わせて検討していく

予定である。 
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